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　 重層的支援体制整備事業の取組み

　 　周南市 こども・福祉部 地域福祉課
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重層的支援体制整備事業実施要綱
包括的相談支援事業実施要領に定める求められる取り組み

ア 包括的な相談の受け止め

イ 包括的相談支援事業者から多機関協働事業者へのつなぎ

（ア）多機関協働事業者へのつなぎ（支援依頼）

（イ）重層的支援会議への参加

（ウ）多機関協働事業による継続的な支援が行われている際の

　　包括的相談支援事業との連携

（エ）多機関協働事業による支援終結後の包括的相談支援事業への

　　つなぎもどし
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意識共有「相談支援に係る基本的な心構え」

①どこでも受け止める　【断らない相談】

 ●福祉部門に相談に来られる方は何かしら困り事をお持ちです。

  「何にお困りか」しっかりお聴きします。

●「相談内容の中に隠れている問題・課題を汲み取る」

　気づきの意識を高めます。（感度）

●市民の方がどこの所属・窓口に相談しても、まずは、市民の方に

寄り添い、しっかり受け止め、関係部署・機関が連携した

 相談支援を行います。

●相談案件については、上司等への報告・連絡・相談など、

 部署内での共有が基本となります。
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意識共有「相談支援に係る基本的な心構え」

②つなぎ合いを意識する　【多機関協働事業】

●相談を受け止めた後は、自部署だけで何でも対応するのではなく、

 関係部署・機関との｢つなぎ合い｣を意識した相談支援を行います。

●「つなぎ合い」とは、他所属へ「振る・丸投げ」ではなく、

 市民の方の相談に適切に対応するために組織・チームとしての

「つなぎ合い」を意味します。　

●市民の方を関係機関につなぐ際は、市民の方が相談に行かれること

を関係機関に事前連絡していくなどの配慮も大切となります。
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共通理解「包括的相談支援が目指すもの」

①なぜ包括的相談支援（全世代対応型の総合相談支援）が必要なのか

●地域住民が抱える課題が複雑化・複合化する中、

 従来の属性別の支援では対応が困難となっています。

例：8050問題、ダブルケア、ひきこもり、世帯全体の孤立状態、

　　18歳や65歳の壁など

②総合相談とはどのようなものなのか　【包括的支援事業】

 ●包括的に相談を受け止め、関係部署・機関に責任をもってつなぐ。

 （たらいまわししない）

相談だけで終わらず、課題解決をめざす。（ほっとかない）

●相談機能の集約ではなく、既存の体制を活用します。

（各部署窓口でしっかり聞く）
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共通理解「包括的相談支援が目指すもの」

③その効果はどのようなところにあるのか【多機関協働事業】

●多機関連携により、単独機関や既存の制度で対応できない場合で

も、困りごとの解決につながり問題が重篤化せず、

 本人も支援者も疲弊させない。（予防効果）

④地域共生社会の実現に向けた包括的相談支援の位置づけは

 ●地域共生社会の構築の入口として位置付け、

  相談がつながらなければ解決の道筋が作れません。
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共通理解「包括的相談支援が目指すもの」
⑤寄り添う伴走支援【アウトリーチ等を通じた継続的支援】【参加支援事業】

 ●世帯が抱える複雑かつ複合的な課題に対しては、

　即時的な課題解決・手法だけではなく、地域や社会とのつながり

　への対応、家族や本人への伴走支援も必要となります。

⑥「個別支援」と「支え合いの地域づくり」の連動による

　包括的な支援につなげる体制づくり

 ●「個別支援」においては、既存制度・サービスだけでは

　住民の福祉ニーズの解決に至らないことも多いため、

　「支え合いの地域づくり」から生み出されるインフォーマルな

　支援と、それを生み出す動きが一連で行われる仕組みづくりを

　進めます。【地域づくり事業】【重層的支援体制整備】
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推進策「包括的相談支援を効果的に行っていくために」
①支援関係機関との良好な関係づくり

 ●単なる連携ではなく、関係機関との良好な関係が重要となります。

②連携（調整）機能の強化

 ●多機関連携では調整機能が大切。特に中核機関は複合的な課題に

  対しソーシャルワークに精通したアセスメント能力が求められます。
③関係部署・関係機関への関心と幅広い知識の習得

 ●各相談窓口においては、担当分野外の相談があった場合でも、

  しっかり相談を受け止め、適切に支援機関につなげることが

　大切となります。

 ●適切に支援機関につなげるためには、他分野の支援についても

　知っておく必要があるため、各関係部署をはじめ支援機関への

　関心と幅広い知識の習得に努めなければなりません。

　（つなぎ先を知る）
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多機関協働による包括的支援体制の構築

庁内外のネットワークを通じて、支援の方向性を整理し、支援関係機関の役割の

明確化を図ることで、重層的支援の必要性について理解し、日常的な多機関協働

における支援につないでいきます。

多機関協働による事例検討会

【多機関協働による事例検討会の様子】
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